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（百万円未満切捨て） 
１．20 年 3月期の連結業績（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 

売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

        百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

752,300   1.2 
743,376   52.9 

90,724   4.3 
87,003   34.2 

 74,882   0.0  
74,869   38.3 

627 △98.3 
36,619   44.6 

 

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益       

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％
20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

50 
31.84 

41 
－ 

0.1 
8.4 

3.2 
3.8 

12.1 
11.7 

(参考) 持分法投資損益       20 年 3 月期   3,747 百万円   19 年 3 月期   3,674 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

2,348,476  
2,366,694  

476,639 
522,286 

19.9 
21.7 

369.25 
405.35 

(参考) 自己資本       20 年 3 月期   466,569 百万円    19 年 3月期   513,529 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 百万円                 百万円 百万円 百万円

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

74,902 
78,981 

△100,058 
△199,578 

36,718 
132,289 

31,166 
40,166 

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

19 年 3 月期 
20 年 3 月期 

－ 
－ 

5.00 
5.00 

5.00 
5.00 

6,353 
6,339 

15.7 
1,000.0  

1.3 
1.3 

21 年 3 月期 
（予想） 

－ 5.00 5.00  18.6  

 
 
３．21 年 3月期の連結業績予想（平成 20 年 4月 1日～平成 21 年 3 月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％  円  銭
第２四半期連結累計期間 

通 期 
353,000 △7.5  
709,000 △5.8  

50,000   7.6
84,000  △7.4

41,000   4.9
63,000 △15.9

25,000 △3.2 
34,000   － 

19.79  
26.91  
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有  
② ①以外の変更   無  
(注)詳細は、23 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 20 年 3 月期 1,271,406,928 株 19 年 3 月期 1,271,406,928 株 
②  期末自己株式数  20 年 3 月期 7,857,884 株 19 年 3 月期 4,536,540 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28 ページ「１株当たり情報」を

ご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１．20 年 3月期の個別業績(平成 19 年 4 月 1日～平成 20 年 3月 31 日) 
(1)個別経営成績                                   （％表示は対前期増減率） 
 

売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

   百万円     ％ 百万円     ％ 百万円   ％ 百万円   ％

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

     12,747   △26.7
17,390    432.4 

  11,047  △29.2
15,611   750.3

 8,028  △49.6 
15,936   423.1 

7,527   △50.9
15,328  －

 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭
20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

5.93 
13.30 

－
－ 

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

1,437,334  
1,349,579  

372,876 
385,515 

25.9  
28.6  

294.08 
303.39 

(参考) 自己資本       20 年 3 月期    372,876 百万円  19 年 3 月期    385,515 百万円 
  

 
２．21 年 3月期の個別業績予想（平成 20 年 4月 1日～平成 21 年 3 月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％  円  銭
第２四半期累計期間 

通 期 
10,600 △7.9 
11,800  △7.4 

9,700  △9.0
10,000  △9.5

8,800 △5.6
7,700 △4.1

9,100 △12.7 
8,400  11.6 

7.17  
6.62  

 

※ 上記の業績予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、 

今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料６ページをご参照下さい。 
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１．経営成績 

 

（１）経営成績に関する分析 

  （当連結会計年度の経営成績） 

当連結会計年度のわが国経済は、民間設備投資が引き続き増加するとともに、雇用環境の改善を背景に個人

消費が底堅く推移するなど、全体として緩やかな拡大基調にあったものの、住宅投資の低迷やエネルギー・原

材料価格高の影響等から減速傾向がみられました。 

この間当社グループにおきましては、２０１２年度を目標年度とする「阪急阪神ホールディングスグルー

プ２００７中期経営計画」を実現すべく、グループ経営機能を担う当社の下、中核会社を中心として、各コ

ア事業の競争力強化を図るとともに、コア事業間の連携を通じてグループ総合力の発揮に努めました。 

この結果、１０月１日の㈱阪神百貨店とエイチ・ツー・オー リテイリング㈱（旧 ㈱阪急百貨店）との

経営統合に伴い、㈱阪神百貨店及びその子会社４社が連結子会社から除外となったものの、６つのコア事業

の業績が概ね堅調に推移し、さらに阪神電気鉄道㈱及びその連結対象会社の第１四半期分の業績が純増とな

ったため（同社グループの業績は、前年第２四半期より加わっています。）、営業収益は 7,523 億円と前連結

会計年度に比べ89億 23百万円（1.2％）の増、営業利益は907億 24百万円と前連結会計年度に比べ37億 21

百万円（4.3％）の増となりました。また、経常利益は、支払利息の増加等により、748億 82百万円と前連結

会計年度に比べ12百万円（0.0％）の微増となりました。しかしながら、阪急電鉄㈱が国際文化公園都市（彩

都）に保有する販売用土地について多額の評価損を特別損失として計上したこと等により、当期純利益は 6

億27百万円と前連結会計年度に比べ359億 91百万円（△98.3％）の大幅な減益となりました。 

なお、今回の百貨店事業再編に伴い、エイチ・ツー・オー リテイリング㈱は、第３四半期より当社の持

分法適用関連会社となっております。 

また、彩都に保有する販売用土地に係る特別損失の計上は、同地区の区画整理事業施行者である独立行政

法人都市再生機構（ＵＲ都市機構）が実施した事業再評価の結果を踏まえ、今後の彩都開発に係る事業のス

ピード・収益性に不透明感が増したことから、同販売用土地の時価を保守的に見直したことによるものです。 

セグメント別の業績は次の通りです。 

 

＜都市交通事業＞ 

鉄道事業におきましては、PiTaPa機能付きICカードを利用した「阪急阪神ノッて・もらえる キャンペー

ン」等を実施したほか、企画乗車券「阪急阪神１dayパス」、「阪急阪神ニューイヤーチケット」を発売するな

ど、グループ各社が連携して旅客誘致を図りました。また、阪急線・阪神線では、両線共通仕様の緊急地震

速報システムを導入するなど、引き続きより安全な輸送サービスの提供に努めました。 

このほか、２００９年春の開通に向けて阪神西大阪線難波延伸事業を推進しており、阪神西大阪線及び延

伸区間の路線名を「阪神なんば線」とし、併せて新設する３駅の駅名（「九条」｢ドーム前｣｢桜川｣）を決定し

ました。また、同路線の主力車両となる新型車両１０００系の営業運転も開始しました。 

バス事業におきましては、「阪急・阪神 バス共通カード」を発売したほか、西宮市域において、壁面に広

告パネルを付加した停留所の上屋を整備するなど、お客様の利便性の向上に努めました。 

これらの結果、営業収益は 1,949 億 2 百万円と前連結会計年度に比べ 130 億 48 百万円（7.2％）増加しま

したが、税制改正に伴う減価償却費の増加等により、営業利益は331億 55百万円と前連結会計年度に比べ39

百万円（△0.1％）減少しました。 
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＜不動産事業＞ 

マンション分譲事業におきましては、「ジオタワー西宮北口」（兵庫県西宮市）、「ジオグランデ芦屋翠ヶ

丘」（兵庫県芦屋市）等を、宅地分譲事業におきましては、「神戸・花山手ハピアヒルズ」（神戸市北区）等を

堅調に分譲することができました。 

賃貸事業におきましては、前連結会計年度に賃貸物件の売却等があったものの、１０月に阪急河原町駅と

直結する商業施設「コトクロス阪急河原町」を、３月に阪神御影駅前の商業施設「御影クラッセ」を開業し

たほか、グループ各社が保有するオフィスビル・商業施設において、高稼働率を維持しながら管理運営コス

トの削減に取り組みました。 

また、プロパティマネジメント・ビルメンテナンス事業におきましては、経営資源を集約すべく事業再編

を実施し、営業力の強化やサービス品質の向上等に努めました。 

これらの結果、営業収益は 1,796 億 89 百万円と前連結会計年度に比べ 33 億 52 百万円（1.9％）増加し、

営業利益は395億 17百万円と前連結会計年度に比べ32億 40百万円（8.9％）増加しました。 

 

＜エンタテインメント・コミュニケーション事業＞ 

スポーツ事業におきましては、阪神タイガースが、シーズン終盤まで優勝争いを展開するとともに、クラ

イマックス・シリーズへの出場を果たし、多くのファンの方々にご声援をいただきました。また、阪神甲子

園球場のリニューアルの一環として、内野観客席の改良を行うなど、安全・快適な観戦環境の整備に努めま

した。 

歌劇事業におきましては、花組公演「アデュー・マルセイユ」等が好評を博し、宝塚大劇場・東京宝塚劇

場ともに堅調な成績を収めました。 

演劇事業につきましては、梅田芸術劇場において、ウィーン版ミュージカル「エリザベート」や、NHK交響

楽団「UMEDA演奏会」等の多彩な公演を開催し、好評を博しました。 

また、東京、大阪、福岡にクラブ＆レストラン「ビルボードライブ」を開業したほか、ケーブルテレビ事

業におきましては、高速インターネット接続サービス「BaycomNet（ベイコムネット）120」を開始するなど、

お客様の獲得に努めました。さらには、六甲山上施設において、宝塚歌劇とタイアップしたイベント「オル

ゴール de タカラヅカ」の開催や、「六甲山 氷の祭典」を実施するなど、魅力ある施設運営に努めました。 

これらの結果、営業収益は 953 億 28 百万円と前連結会計年度に比べ 195 億 95 百万円（25.9％）増加し、

営業利益は85億 48百万円と前連結会計年度に比べ33億 10百万円（63.2％）増加しました。 

 

＜旅行・国際輸送事業＞ 

旅行事業におきましては、海外旅行は、原油価格高騰に伴う燃油特別付加運賃（フューエルサーチャージ）

の上昇による割高感等から海外出国者数が伸び悩むなか、収益性の重視と効率的な広告展開に努めた結果、

主力のヨーロッパ方面の集客が堅調に推移しました。また、国内旅行は、早期の広告展開等の積極的な販売

が奏功し、バスツアー等の集客が好調に推移しました。 

国際輸送事業につきましては、航空輸出において、昨年より鈍化していた荷動きに回復の兆しがみられま

したが、航空輸入は、輸送コスト上昇の影響等を受けて、衣料品や生鮮品を中心に厳しい状況が続きました。

一方、海上輸出入は、航空輸送からのシフト等により堅調に推移しました。 

これらの結果、営業収益は 944 億 37 百万円と前連結会計年度に比べ 61 億 80 百万円（7.0％）増加しまし

たが、国際輸送事業の環境が厳しく、また阪急交通社東京ビル建替に伴う賃料収入の減少等により、営業利
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益は32億 7百万円と前連結会計年度に比べ10億 41百万円（△24.5％）減少しました。 

 

 ＜ホテル事業＞ 

ホテル事業におきましては、客室の改装や諸施設のリニューアルを行うとともに、積極的な営業活動に努

めるなど、既存ホテルの競争力強化に取り組みました。 

また、バイキングをはじめとするレストランが好調に推移したほか、宝塚大劇場内のレストラン運営を受

託して収益拡大に向けた取組みを進めるとともに、グループのスケールメリットを活かした共同購買等を通

じてコスト削減に努め、利益基盤の強化を図りました。 

さらに、宿泊主体型ホテル「レム日比谷」を１１月に開業したことに加え、新たに「東京第一イン八戸」、

「東京第一イン八戸アネックス」をグループホテルに加えるなど、チェーンホテルの拡充に努めました。 

これらの結果、営業収益は692億 39百万円と前連結会計年度に比べ38億 9百万円（5.8％）増加し、営業

利益は13億 49百万円と前連結会計年度に比べ12百万円（1.0％）増加しました。 

 

＜流通事業＞ 

物販事業におきましては、書店「ブックファースト」、化粧品・服飾雑貨店「カラーフィールド」等の新規

出店に加え、主に阪急沿線を中心に展開していたフラワーショップを阪神沿線に、阪神タイガースのグッズ

ショップを阪急沿線に出店するなど、阪急・阪神それぞれが持つノウハウを活かした事業展開を行い、競争

力の強化を図りました。 

また、飲食・中食事業におきましては、「クックデリ御膳」等を沿線の内外に積極的に出店し、事業規模の

拡大に努めました。 

しかしながら、第３四半期より㈱阪神百貨店及びその子会社４社が連結子会社から除外となったこと等に

より、営業収益は 1,207 億 51 百万円と前連結会計年度に比べ 351 億 50 百万円（△22.5％）減少し、営業利

益は27億 17百万円と前連結会計年度に比べ19億 47百万円（△41.7％）減少しました。 

なお、㈱阪神百貨店につきましては、１０月にエイチ・ツー・オー リテイリング㈱（旧 ㈱阪急百貨店）

と経営統合を行い、エイチ・ツー・オー リテイリンググループとして、さらなる成長を図ることになりま

した。 

 

＜その他の事業＞ 

その他の事業におきましては、㈱ハンシン建設等の阪神グループの第 1 四半期分の業績が加わったこと等

により、営業収益は 448 億 18 百万円と前連結会計年度に比べ 7 億 39 百万円（1.7％）増加しました。また、

営業利益は9億円となり、営業損失を計上した前連結会計年度に比べ9億17百万円の大幅な改善となりまし

た。 
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（次期の見通し） 

当社におきましては、経営統合時に策定した新たなグループ経営理念の下、「安心・快適」、そして「夢・

感動」をお届けすべく、中・長期的にグループ一体となって持続的な成長を図ってまいります。 

次期の予想につきましては、６つのコア事業は概ね堅調に推移していくと見込んでおりますが、㈱阪神百

貨店が、エイチ・ツー・オー リテイリング㈱（旧 ㈱阪急百貨店）との経営統合に伴い、連結子会社から

通期で除外されることや、設備投資の増加に伴い減価償却費が増加すること等により、営業収益、営業利益

及び経常利益は、それぞれ減少する見込みです。一方で、特別損益が大幅に改善するため、当期純利益は、

平成１９年３月期と同水準程度を確保する見込みです。 

 

（平成21年3月期連結業績予想） 

営業収益 7,090億円  営業利益 840億円  経常利益 630億円  当期純利益 340億円 

 

（２）財政状態に関する分析 

 （資産、負債及び純資産の状況） 

当連結会計年度末の資産合計は、設備投資に伴う有形固定資産の増加等があった一方で、販売用土地の評

価損を計上したことによるたな卸資産の減少等により、2兆3,484億76百万円と前連結会計年度末に比べ182

億 17百万円減少し、負債合計は、支払手形及び買掛金等が減少した一方で、設備投資に伴う有利子負債の増

加等により、1兆8,718億 37百万円と前連結会計年度末に比べ274億 29百万円増加しました。また、純資産

合計は、当期純利益が前連結会計年度に比べ大幅に減少したことや、連結子会社の増減等があったことによ

り、利益剰余金が減少し、加えて、その他有価証券評価差額金が株式市況の低迷等により大きく減少したこ

と等もあって、4,766億 39百万円と前連結会計年度末に比べ456億47百万円減少し、自己資本比率は19.9％

となりました。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ89億 99百万円減少し、当連結会計年度末には311億 66百万円となりました。 

 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

営業活動による資金収支は749億 2百万円となり、前連結会計年度に比べ40億 79百万円（△5.2％）減少

しました。これは、営業収益の増加等があった一方で、たな卸資産が増加したこと等によるものであります。 

 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

投資活動による資金収支は △1,000億58百万円となり、前連結会計年度に比べ995億20百万円（△49.9％）

支出が減少しました。これは、当連結会計年度に設備投資が増加した一方で、前連結会計年度に阪神電気鉄

道株式の取得に伴う支出があったためであります。 

 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

財務活動による資金収支は 367 億 18 百万円となり、前連結会計年度に比べ 955 億 71 百万円(△72.2％)減

少しました。これは、前連結会計年度に阪神電気鉄道株式の取得に要する資金調達を行ったためであります。 
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なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。 

 

  16年 3月期 17年 3月期 18年 3月期 19年 3月期 20年 3月期

自己資本比率 （％） 14.4 16.6 22.4 21.7 19.9

時価ベースの自己資本比率 （％） 19.6 24.1 44.4 38.2 23.2

キャッシュ・フロー対 

有利子負債比率 
（倍） 25.3 14.6 11.1 15.3 17.0

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ 
（倍） 3.0 3.7 4.4 4.5 4.0

 

（注）   自己資本比率 ： 自己資本 / 総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額 / 総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債 / 営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： （営業利益＋受取利息・配当金） / 支払利息 

※  各指標の算出は、連結ベースの財務数値によっております。 

※  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出して 

おります。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当  

株主配当につきましては、経営基盤と財務体質の強化に努めながら、年間で 1 株につき 5 円を下限とする

安定的な配当を実施していくことを基本方針としております。 

今後も、各コア事業の成長と財務体質の強化をバランス良く図りながら、安定的な配当を実施することに

努めてまいります。 

当期・次期の期末配当金につきましては、上記の基本方針に従い、1株当たり5円を予定しております。 

また、内部留保資金の使途につきましては、各コア事業の競争力強化を図るための資金需要に備えるとと

もに、財務体質の強化に充ててまいります。 
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２．企業集団の状況

　当社の企業集団の状況について、事業系統図で示すと次のとおりとなります。なお、最近の有価証券報告書（平成19年
6月29日提出）における「関係会社の状況」から重要な変更がないため、「関係会社の状況」の開示を省略しております。

 中核会社 主要な持分法適用関連会社
 主要な連結子会社  取引・サービスの提供

(注) 1  上記部門の会社数には阪急電鉄㈱、阪神電気鉄道㈱が重複して含まれております。

2 ※1  平成20年4月1日に㈱阪急交通社は㈱阪急阪神交通社ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽに商号変更しております。
  ※2  平成20年4月1日に㈱阪急ﾎﾃﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄは㈱ﾎﾃﾙ阪神と合併し、存続会社である㈱阪急ﾎﾃﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄは

 ㈱阪急阪神ﾎﾃﾙｽﾞに商号変更しております。
  ※3  ㈱阪神百貨店は、平成19年10月1日に株式交換により㈱阪急百貨店(現 ｴｲﾁ･ﾂｰ･ｵｰ ﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ㈱)と

 経営統合し、連結子会社から外れましたが、一方で、ｴｲﾁ･ﾂｰ･ｵｰ ﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ㈱は持分法適用関連会社
 となっております。

阪
急
阪
神
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
㈱
　
　
　
（
持
株
会
社
）

都市交通事業(36社)

流通事業(8社)

ホテル事業(11社)

ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ事業(19社)

不動産事業(27社)

旅行･国際輸送事業 (46社)

阪
急
電
鉄
㈱

㈱阪急交通社
※1

㈱阪急ホテル
マネジメント

※2

お

客

様

及

び

取

引

先

能勢電鉄㈱ 北大阪急行電鉄㈱

阪急バス㈱

阪急タクシー㈱

阪急不動産㈱

阪急阪神ﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

㈱宝塚ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞｱｰﾂ ㈱阪神タイガース

㈱クリエイティブ阪急

㈱いいなダイニング

㈱阪急ﾄﾗﾍﾞﾙｻﾎﾟｰﾄ

㈱有馬ﾋﾞｭｰﾎﾃﾙ

その他の事業(45社)

㈱ステーションファイナンス

㈱阪急阪神ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｻﾎﾟｰﾄ

㈱阪急ﾋﾞｼﾞﾈｽｱｿｼｴｲﾄ ｴｲﾁ･ﾂｰ･ｵｰ　ﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ㈱※3

東宝㈱

阪
神
電
気
鉄
道
㈱

大阪ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ地下街㈱

㈱梅田芸術劇場

㈱阪急リテールズ

阪神エアカーゴ㈱

㈱阪神ﾎﾃﾙｼｽﾃﾑｽﾞ

阪神バス㈱

阪神タクシー㈱

阪神不動産㈱

ｱｲﾃｯｸ阪急阪神㈱

㈱阪神ｽﾃｰｼｮﾝﾈｯﾄ

㈱ホテル阪神※2

山陽自動車運送㈱

㈱ハンシン建設

阪急電鉄㈱

－ ８ －
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３．経営方針 
      

１．会社の経営の基本方針 

2006 年 10 月 1 日、阪急ホールディングス株式会社と阪神電気鉄道株式会社は、約 100 年にわたる互

いの歴史や企業風土を尊重し合いながらも戦略的な方向性を一つにし、持続的な成長と発展の基盤をよ

り強固なものとするため、当社（阪急阪神ホールディングス株式会社）を共同の純粋持株会社とする経

営統合を行いました。これにより、阪急電鉄株式会社、阪神電気鉄道株式会社、株式会社阪急交通社（2008

年 4 月 1 日に旅行・国際輸送事業の再編を行い、同日付で株式会社阪急阪神交通社ホールディングスに

商号変更すると同時に、同事業を統括する中間持株会社へ移行）、株式会社阪急ホテルマネジメント（同

4 月 1 日付で株式会社阪急阪神ホテルズに商号変更）の４社を中核とする新しい企業グループが誕生し

ました。 

当社グループの出発点である鉄道は、都市と都市、都市と郊外を、安全で快適な高速度・高密度輸送

で結ぶことにより、人々の生活圏を大きく広げてきました。同時に、住宅、商業施設から阪神タイガー

スや宝塚歌劇にいたるまで、多岐にわたる分野において、それまでになかったサービスを次々と提供し、

社会に新風を吹き込んできました。 

当社グループでは、今後も良質なサービスを幅広い分野で提供してまいります。このため、グループ

の全役員・従業員が、お客様の日々の暮らしを支えるビジネスに携わることへの強い使命感と誇りを持

ち、そうした思いを共有し一丸となって業務にあたっていく上での指針として、次のとおり「阪急阪神

ホールディングス グループ経営理念」を制定しています。 

 

阪急阪神ホールディングス グループ経営理念 

使命 （私たちは何のために集い、何をめざすのか） 

「安心・快適」、そして「夢・感動」をお届けすることで、お客様の喜びを実現し、社会に貢献し

ます。 
 

価値観 （私たちは何を大切に考えるのか） 

お客様原点    すべてはお客様のために。これが私たちの原点です。 

誠実       誠実であり続けることから、私たちへの信頼が生まれます。 

先見性・創造性  時代を先取りする精神と柔軟な発想が、新たな価値を創ります。 

人の尊重     事業にたずさわる一人ひとりが、かけがえのない財産です。 

 

少子高齢化や消費の多様化、企業間の競争激化など、グループを取り巻く環境は、大きく変わりつつ

ありますが、環境の変化は、既存のビジネスに変革を迫るものであると同時に、新たなビジネスチャン

スを生み出す可能性を秘めています。 

このような状況の中で、今後も多くのお客様をはじめとする皆様からご支持いただける企業グループ

となれるよう、阪急阪神ホールディングスのグループ全社が、この共通の経営理念の下で力を合わせ、

取り組んでまいります。 

 

２．目標とする経営指標 

当社では、梅田阪急ビル建替えや阪神西大阪線延伸等の現在進捗中の大規模プロジェクトが概ね完了

する 2012 年度におけるグループ全体の企業価値向上の姿を示すため、2012 年度を目標年度とし、2007

年度から 2012 年度までの合計 6ヵ年を計画期間とする「阪急阪神ホールディングスグループ 2007 中期

経営計画」を 2007 年 3 月 26 日に発表しました。 
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そして、計画発表から 1年が経過したことを受けて、2007 年度の実績見通し及びその後の事業環境の変

化等を踏まえた本計画の進捗状況（目標の見直し等）を 2008 年 4 月 3 日に発表しました。 

この中で、EBITDA については、足元の好調な業績に鑑み当初計画よりも目標を引き上げております。

一方、有利子負債総額については、不動産流動化のために設立された SPC（特別目的会社）に関する開

示（オフバランス）に係る会計基準の厳格化を見据え、流動化資産のオンバランス化（買取り等）ある

いは第三者への売却を進めていく計画に変更したため、当初計画よりも目標が増加しております。 

今後も引き続き財務健全性や資本効率を考慮しつつ、収益力、キャッシュフロー創出力の増強を図る

べく、下記のとおり 2012 年度目標を掲げ、その実現に努めてまいります。 

 

経営管理指標 位置づけ 2012 年度目標 

連結営業利益 本業による収益力 1,000 億円 

連結 EBITDA キャッシュフロー創出力 1,600 億円以上 

統合効果 経営統合の定量的成果 
EBITDA 50 億円以上 

（2009 年度以降毎年）

連結有利子負債/EBITDA 倍率 財務健全性 7 倍程度 

連結有利子負債総額 TOB 資金の完済 1 兆 1,300 億円以下 

連結 D/E レシオ 財務健全性 2 倍未満 

連結 ROE 資本効率 6.0%以上 

※ EBITDA＝営業利益＋減価償却費＋阪急・阪神の経営統合に伴うのれん償却額 

※ D/E レシオ＝有利子負債／株主資本 

 

主要な指標のうち、EBITDA については、2009 年度以降、毎年 50 億円以上の統合効果を発揮すること

を盛り込んだ上で、現在取り組んでいる大規模プロジェクトを着実に実現させることにより、グループ

全体で大幅な増加を図り、2012 年度には 1,600 億円以上の水準を達成していきます（2012 年度の営業利

益は 1,000 億円を目指します）。 

有利子負債については、本計画の前半に開発投資が集中することや流動化資産のオンバランス化（買

取り等）に伴い一旦増加しますが、大規模プロジェクトの稼動による利益の伸長と、低稼働・低利回り

の資産を中心とする資産売却等により、2012 年度には 1兆 1,300 億円以下の水準まで減少を図っていき

ます。 

また、有利子負債／EBITDA 倍率についても、これら「EBITDA の拡大」と「有利子負債の削減」とのバ

ランスを図ることにより、2006 年度末実績の 8.3 倍に対して、2012 年度末には 7倍程度と大幅な改善を

目指してまいります。 

（億円） 

 2006 年度 

 実績※１ 

2007 年度 

 実績※2 

2008 年度 

計画 

2009 年度 

計画 

2012 年度 

計画 

連結 EBITDA※３ 
1,465 

(1,415)

1,452

(1,432)

1,420 1,480  

 

1,630

統合効果 ― 22 46 56  62 

連結有利子負債/EBITDA 倍率 8.3 倍 8.8 倍 9.4 倍 9.2 倍  6.9 倍 

連結有利子負債 12,094 12,711 13,350 13,700  11,300 

連結 D/E レシオ 2.4 倍 2.7 倍 2.6 倍 2.5 倍  2 倍未満 

連結 ROE ― 0.1% 6.0%以上 6.0%以上  6.0%以上 

※1 2006 年度実績は、期首に経営統合したものと仮定して算出 

※2 百貨店業は 2007 年度上期まで連結子会社 

※3 （  ）内は百貨店業を除いた値 
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 連結業績 

（億円） 

 2006 年度 

実績※ 

2007 年度 

実績※ 

2008 年度 

計画 

2009 年度 

計画 

2012 年度 

計画 

連結営業収益 7,433 7,523 7,090 7,300 7,800

連結営業利益 870 907 840 840 1,000

連結経常利益 748 748 630 620 790

連結当期純利益 366 6 340 350 420

※ 百貨店業は 2007 年度上期まで連結子会社 

 

 設備投資 

（億円） 

 2004～2006 年度（実績） 2007～2009 年度（計画） 2010～2012 年度（計画）

3ヵ年合計 1,650 3,300 2,230

年平均 550 1,100 740

※ リース取引に関する会計基準の変更に伴い、2008 年度以降の設備投資計画にファイナンス・

リース対応分を含む。 

※ 別途、期限到来による流動化資産のオンバランス化に伴う有利子負債の増あり。 

 

なお、統合効果については、本計画の見直し（2008 年 4 月 3 日）時点で実現可能性が高く、定量的に

試算可能なものを売上の拡大とコストダウンの両面から取りまとめ、各コア事業等の数値計画に反映さ

せております。 

 売上シナジー 

 都市交通事業の連携強化、双方のグループ会社の活用 

 マンション事業のコラボレーション 

 戸建住宅事業でのアライアンス 

 両社施設への流通店舗出店 

 店舗・DM・HP を活用した旅行商品の共同販促 

 国際輸送事業のコ・ロード（共同混載）拡大 

 コストシナジー 

 人材・ノウハウの有効活用 

 各事業における仕入機能の強化 

 重複施設からの撤退、重複事業における運営効率化の推進 

 スタッフ部門の効率化、システム統一  

 プロパティマネジメント・ビルメンテナンス事業の再編 

 2012 年度における統合効果 

（億円） 

 計画 主な内訳 

売上シナジー 29 都市交通 1、不動産 22、その他 7 

コストシナジー 33 都市交通 18、不動産 5、その他 10 

合 計 62  

※ 数値計画は 2008 年 4 月 3 日時点で試算可能なもののみ計上。また、四捨五入の関係で内訳

と全体は一致していない。 
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３．中長期的な会社の経営戦略並びに会社の対処すべき課題 

 （１）グループ基本戦略 

「2007 中期経営計画」では、グループ経営理念の下、「安心・快適」、そして「夢・感動」をお届

けすべく、中・長期的にグループ一体となって持続的な成長を図っていくため、以下の 3 点をグル

ープ基本戦略と位置づけています。なお、この基本戦略に基づくグループ全体の数値計画は、上項

「２．目標とする経営指標」に記載のとおりです。 

① 各事業の競争力強化・利益水準の向上 

 ファンダメンタルな競争力強化（事業ごとに） 

i 沿線価値の向上・梅田エリアの活性化･･･「より安心で快適な社会・生活基盤、サービスの

提供」 

ii 阪急・阪神ブランドの強化･･･「夢と感動を与えるサービス・コンテンツの創造と拡大」 

 グループ横断的なシナジーの実現（事業の垣根を越えて） 

・ グループ横断機能の強化（資金一元化、シェアードサービス、新グループカード「STACIA」

の活用ほか） 

・ 事業間コラボレーションの促進 

②  統合効果の徹底的な追求・発現 

・ 統合による事業基盤の強化と新たなサービスの提供による需要の創出、利益の維持・拡大 

・ 事業運営・間接業務の効率化 

③  財務体質の改善・資産利回りの向上 

・ 低利回り資産の売却等による有利子負債の圧縮 

・ 遊休資産及び開発案件の稼動資産への早期転換・開発コストの圧縮 

・ 投資案件への投下資本の抑制 

・ 不採算・赤字事業の早期損益改善ないし撤退 

 

（２）各コア事業の基本戦略と数値計画 

 都市交通事業 

 基本戦略  

沿線人口の減少や競合激化、バリアフリー等の社会的責任遂行の要請などの需要構造・市場構

造の変化に対応しつつ、持続的発展を実現するための競争優位を確立し、沿線価値の更なる向上

に資するため、以下を重点課題として取り組んでまいります。 

① お客様にとって価値あるサービスの提供(各種営業施策・ネットワークの整備等) 

・ 阪神西大阪線延伸工事の着実な推進（2009 年春開業予定） 

・ 阪急・阪神が連携したバス路線の見直しの検討 

② ローコストオペレーションの徹底（技術・ノウハウの共有・向上） 

③ 社会に信頼される安全・高品質な輸送サービスの提供 

・ 大規模工事、高架化工事や駅バリアフリー化工事等の着実な推進 
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 数値計画 

（億円） 

 2006 年度実績 2007 年度実績 2008 年度計画 2009 年度計画 2012 年度計画

営業収益 1,839 1,907 1,894 1,922 1,930

EBITDA 560 583 570 584 595

営業利益 333 319 290 294 331

＜コア事業別数値計画に関する注記 （以下、各事業とも同様）＞ 

※ 「コア事業」は管理会計上の単位で、財務会計における「事業別セグメント」とは異なる。 

※ 2006 年度実績は、期首に経営統合したものと仮定して算出。 

※ 各コア事業の EBITDA は、経営統合に伴うのれん償却額は考慮していない。 

 

 不動産事業 

 基本戦略  

京阪神間での高いブランドイメージ・信頼性や、梅田地区をはじめとする魅力ある商業施設等

の企画開発力、多数の良質な住宅・マンションの供給力等を背景とした「沿線価値の創造力」と

いう強みを活かし、以下を重点課題として取り組んでまいります。 

① まちづくりのノウハウを活用し、安心で快適な社会生活の基盤とサービスを提供 

・ 西宮北口（スタジアム街区）開発事業等の推進 

・ 阪急・阪神沿線を中心に、阪急不動産㈱と阪神電気鉄道㈱共同でのマンション供給 

② 投下資本と利回りのバランスによる事業価値の向上とキャッシュフローの最大化 

③ 保有資産のリノベーション推進等による梅田エリアのプレゼンス強化 

・ 梅田阪急ビル建替事業、茶屋町（東地区）開発事業、大阪駅北地区先行開発区域（北ヤード）

開発事業の推進 

 数値計画 

（億円） 

 2006 年度実績 2007 年度実績 2008 年度計画 2009 年度計画 2012 年度計画

営業収益 1,886 1,797 1,850 2,015 2,254

EBITDA 562 551 538 544 617

営業利益 420 415 391 383 437

 

 エンタテインメント・コミュニケーション事業 

 基本戦略  

｢夢・感動｣を提供するグループ独自のコンテンツ－「タイガース・甲子園」・「タカラヅカ」－

の魅力を磨き高め、それをお届けするメディアの一層の充実に努めることで、収益基盤を更に強

化し、華やかで個性溢れる阪急阪神グループの魅力度・ブランド力・沿線価値の向上に寄与すべ

く、以下を重点課題として取り組んでまいります。 

① ライブの魅力度向上 （阪神タイガース、宝塚歌劇、梅田芸術劇場、ビルボードライブ等） 

・ 阪神甲子園球場のリニューアル（2009 年 3 月リニューアルオープン予定） 

② メディアの充実と拡大 

・ 取り扱いチャネルの拡充やネット配信の強化 

・ 出版・放送・広告等の魅力拡充とメディアミックスの展開 

③ レジャー資源の有効活用 （六甲山上施設、宝塚ガーデンフィールズ等） 

・ グループ内集客施設間の連携・タイアップ強化 
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 数値計画 

（億円） 

 2006 年度実績 2007 年度実績 2008 年度計画 2009 年度計画 2012 年度計画

営業収益 925 994 1,020 1,058 1,197

EBITDA 159 157 154 175 192

営業利益 112 107 89 99 123

 

 旅行・国際輸送事業 

《旅行事業》 

 基本戦略  

旅行事業では、「特徴ある商品開発による高付加価値商品の拡充」を基本方針に、お客様の支持

を確固たるものとし、安定的な利益計上を目指して、以下を重点課題として取り組んでまいりま

す。 

① お客様からの支持獲得に向けた、お客様満足度の向上 

・ 品質管理の徹底、CRM の徹底  

② 安定的利益の確保のための販売力（企画旅行・法人営業）の強化 

・ ブランドマネジメントの徹底、企画旅行商品の販売強化、法人顧客への販売強化 

③ コスト削減による利益拡大のための基盤整備 

・ 仕入部門の整備・強化や後方・管理部門の構造改善 

《国際輸送事業》 

 基本戦略  

国際輸送事業では、高度な物流システム・ネットワークの構築を目指し、中国をはじめとする

アジア地域を中心としたグローバルネットワークを構築することにより、事業の持続的成長を図

るべく、以下を重点課題として取り組んでまいります。 

① 収益基盤の拡充 

・ 航空、海上、ロジスティクス各事業の収益基盤強化とサービスの高品質化 

② 生産性の向上 

・ ローコストオペレーションの実現、倉庫・海運事業者とのアライアンスによるシナジー効果の

発揮 

③ グループ総合力の強化 

・ 中国を中心としたアジアにおける現地法人ネットワークの拡大 

・ 五極体制（日本、東アジア、アセアン、米州、欧州）の確立 

 数値計画（旅行・国際輸送事業） 

（億円） 

 2006 年度実績 2007 年度実績 2008 年度計画 2009 年度計画 2012 年度計画

営業収益 786 795 724 748 807

EBITDA 55 43 62 69 82

営業利益 43 31 48 53 66

  ※ 2008 年度計画から、新たに①国内物流事業の他セグメントへの移行、②阪急カーゴサービ

スの外部売却、③海外現地法人の新規連結化を織り込んでいる。なお、2006･2007 年度の数値

については、実績から国内物流事業分を除外し、時系列比較が可能となるように調整している。 
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 ホテル事業 

 基本戦略  

阪急阪神第一ホテルグループでは、「確固たるチェーンホテルオペレーターとしての地位確立」

を将来ビジョンに掲げ、㈱阪急阪神ホテルズを中心に、以下の各項目を重点課題として経営基盤

の整備に着実に取り組んでまいります。 

① チェーンホテルオペレーターとしての体制整備 

・ ホテルトータルシステムの運用によるチェーン営業力強化 

・ 新規ホテル、フランチャイズ/マネジメントコントラクト（運営委託）ホテルの開拓 

② 効率的運営体制の確立 

・ レム日比谷（2007 年 11 月開業）、レム秋葉原（2008 年 4 月開業）の着実な立上げ 

③ ホテル運営各社の営業力強化 

 数値計画 

（億円） 

 2006 年度実績 2007 年度実績 2008 年度計画 2009 年度計画 2012 年度計画

営業収益 694 692 698 702 712

EBITDA 41 48 51 54 59

営業利益 16 16 18 21 30

 

 流通事業 

 基本戦略  

事業基盤（商品力、人材、IT 環境、組織、物流等）の整備・強化を通じて、「駅と沿線の深耕

による沿線価値向上」に寄与するとともに、「沿線外への事業規模拡大」により持続的成長を実現

すべく、以下を重点課題として取り組んでまいります。 

① お客様との接点である店舗の活性化、従業員の質的向上 

・ 店舗オペレーションの効率化・高度化を目指した IT 環境の整備 

② 持続的な成長を支える組織力の強化 

・ 商品力強化のための物流体制の整備や、沿線外への出店拡大を支える組織体制の整備 

③ 阪急・阪神間での統合効果発揮に向けた取り組み 

・ 両社駅・不動産物件への相互出店 

・ コンビニ事業等における仕入れ、商品供給に関する連携強化 

 数値計画 

（億円） 

 2006 年度実績 2007 年度実績 2008 年度計画 2009 年度計画 2012 年度計画

営業収益 679 663 684 727 817

EBITDA 28 23 31 35 41

営業利益 18 13 19 20 27

※ 各年度とも阪神百貨店及びその関係会社を含まない。 

 

 

 

 



阪急阪神ホールディングス㈱（９０４２）　平成２０年３月期決算短信

４．連結財務諸表

百万円 百万円 百万円

４２５，４８１ ３７７，５３８ △４７，９４２

現 金 及 び 預 金 ４１，８０５ ３３，０７３ △８，７３２

受取手形及び売掛金 ９５，９４４ １０２，６５０ ６，７０５

短 期 貸 付 金 ４３，４４４ ４６，９２９ ３，４８４

た な 卸 資 産 １９４，９５６ １４６，０８９ △４８，８６７

繰 延 税 金 資 産 １８，７７８ １６，１８１ △２，５９６

そ の 他 ３７，８２０ ４０，２８０ ２，４５９

貸 倒 引 当 金 △７，２６９ △７，６６５ △３９５

１，９４１，２１２ １，９７０，９３７ ２９，７２５

１，４７６，９１９ １，５５３，５７８ ７６，６５９

建 物 及 び 構 築 物 ５４２，９９３ ５３９，８１９ △３，１７３

機械装置及び運搬具 ５４，０７０ ５４，８２０ ７４９

土 地 ７７７，３３７ ８１２，８７０ ３５，５３２

建 設 仮 勘 定 ８８，１８０ １３２，９１４ ４４，７３４

そ の 他 １４，３３７ １３，１５４ △１，１８３

７６，８７５ ６６，０５４ △１０，８２１

の れ ん ６０，０９９ ４８，９６１ △１１，１３８

そ の 他 １６，７７６ １７，０９２ ３１６

３８７，４１７ ３５１，３０４ △３６，１１３

投 資 有 価 証 券 ２５５，３６１ ２６６，７６２ １１，４００

長 期 貸 付 金 ４１，９９５ ２４，０１１ △１７，９８４

繰 延 税 金 資 産 ６，９３９ ５，２０７ △１，７３１

そ の 他 ８８，９７３ ６１，４７６ △２７，４９７

貸 倒 引 当 金 △５，８５２ △６，１５２ △３００

　資　産　合　計 ２，３６６，６９４ ２，３４８，４７６ △１８，２１７

投 資 そ の 他 の 資 産

（１）連結貸借対照表

 流    動    資    産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

比 較 増 減 額
当 連 結 会 計 年 度

(平成20年３月31日)

( 資 産 の 部 )

 固    定    資    産

科         目
(平成19年３月31日)

前 連 結 会 計 年 度

－ １６ －
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百万円 百万円 百万円

 流    動    負    債 ５８８，８３２ ５９６，５１６ ７，６８３
６３，５７８ ４９，８８９ △１３，６８９

２５１，５５７ ３１６，１４３ ６４，５８６
６６，０００ ２５，２００ △４０，８００

４，９５９ ６，８９０ １，９３１
２１，１９８ １８，５３６ △２，６６１
５，２２６ ４，４１８ △８０７

２００ ２００ ―
１７６，１１１ １７５，２３６ △８７５

 固    定    負    債 １，２５５，５７５ １，２７５，３２１ １９，７４５
１０５，１００ １２０，０００ １４，９００
７８６，７２４ ８０９，７５７ ２３，０３２
１３８，４６０ １４０，５５５ ２，０９５

６，８２４ ７，００７ １８２
６４，４０４ ５９，１５３ △５，２５１

５５４ ７０４ １５０
２９，７８４ １７，９３４ △１１，８５０

２，０２９ ２，０２９ ―
６，６８１ ７，７３３ １，０５１
２，７６８ ６８０ △２，０８８

１１２，２４１ １０９，７６４ △２，４７７

１，８４４，４０８ １，８７１，８３７ ２７，４２９

 株　　主　　資　　本 ４７５，８０５ ４５８，１００ △１７，７０５
９９，４７４ ９９，４７４ ―

１５０，０６１ １５０，１３４ ７２
２２８，５７０ ２１１，７５８ △１６，８１２
△２，３０１ △３，２６６ △９６５

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 ３７，７２４ ８，４６８ △２９，２５５
３４，５８３ ６，６２１ △２７，９６２

２０３ △５５７ △７６１
２，６０４ ２，１９２ △４１１

３３２ ２１２ △１２０

８，７５６ １０，０６９ １，３１３

５２２，２８６ ４７６，６３９ △４５，６４７

２，３６６，６９４ ２，３４８，４７６ △１８，２１７

(平成20年３月31日)
比 較 増 減 額

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

(平成19年３月31日)

 純　　資　　産　　合　　計

 負     債      合　　　計

 （　純　資　産　の　部　）

(  負   債   の   部  )

 少　数　株　主　持　分

長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債
土地再評価に係る繰延税金負債

利 息 返 還 損 失 引 当 金

資 本 剰 余 金

科         目

退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
投 資 損 失 引 当 金

利 益 剰 余 金
自 己 株 式

受 入 工 事 負 担 金
負 の の れ ん
そ の 他

資 本 金

 負 債 純 資 産 合 計

支 払 手 形 及 び 買 掛 金
短 期 借 入 金
一 年 以 内 償 還 社 債
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
賞 与 引 当 金
事 業 整 理 損 失 引 当 金
そ の 他

社 債

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土 地 再 評 価 差 額 金
為 替 換 算 調 整 勘 定

－ １７ －



阪急阪神ホールディングス㈱（９０４２）　平成２０年３月期決算短信

百万円 百万円 百万円 ％

 営　　業　 　収　   益 　７４３，３７６ 　７５２，３００ ８，９２３ １．２

 営　    　業　    　費　　 ６５６，３７３ ６６１，５７６ ５，２０２ ０．８

４３，０１５ ３９，１５９ △３，８５６ △９．０

営 業 利 益 ８７，００３ ９０，７２４ ３，７２１ ４．３

 営 　業　 外　 収　 益 １１，５２７ １２，９５７ １，４３０ １２．４

 営 　業 　外　 費 　用 ２３，６６０ ２８，７９９ ５，１３９ ２１．７

経 常 利 益 ７４，８６９ ７４，８８２ １２ ０．０

 特　　別　　 利     益 ２１，３４６ ４２，１９６ ２０，８５０ ９７．７

１２，５９２ １０，４８９ △２，１０２ △１６．７

２，３１１ ８０６ △１，５０５ △６５．１

３６８ ６５６ ２８８ ７８．４

２，６６１ １，９７４ △６８６ △２５．８

－ １６，９０７ １６，９０７ －

－ ９，９５６ ９，９５６ －

３，０９１ － △３，０９１ △１００．０

３２１ １，４０５ １，０８３ ３３７．０

 特　　別　　 損 　　失 ３０，９１０ ９０，９８１ ６０，０７０ １９４．３

３，３９８ ７１６ △２，６８１ △７８．９

２，３２０ ６９，１３３ ６６，８１２ ２，８７９．０

８６６ ３９０ △４７５ △５４．９

２，２６２ １，９９７ △２６４ △１１．７

２，１８８ １，７１９ △４６８ △２１．４

８６９ ８，７９６ ７，９２７ ９１２．１

１，８８１ － △１，８８１ △１００．０

４，３４６ － △４，３４６ △１００．０

７６３ １，０１２ ２４８ ３２．６

２，７６６ － △２，７６６ △１００．０

３，９３０ － △３，９３０ △１００．０

１，９９１ － △１，９９１ △１００．０

３，３２５ ７，２１５ ３，８８９ １１６．９

税金等調整前当期純利益 ６５，３０５ ２６，０９８ △３９，２０７ △６０．０

法人税､住民税及び事業税 ９，３１４ ９，６３１ ３１６ ３．４

法 人 税 等 調 整 額 １７，８７３ １５，１９５ △２，６７７ △１５．０

少 数 株 主 利 益 ( 減 算 ) １，４９８ ６４３ △８５４ △５７．１

当 期 純 利 益 ３６，６１９ ６２７ △３５，９９１ △９８．３

比 較 増 減 額 比 較 増 減 率

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

(自 平成18年４月１日　 (自 平成19年４月１日

分 譲 土 地 処 分 損

運 輸 業 等 営 業 費
及 び 売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

固 定 資 産 売 却 益

輸 送 等 補 助 金

有 価 証 券 売 却 益

プ ロ 野 球 選 手 移 籍 金

そ の 他

工 事 負 担 金 等 受 入 額

分 譲 土 地 評 価 損

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 除 却 損

国際文化公園都市モノレール整備負担金

匿 名 組 合 出 資 配 当 金

持 分 変 動 差 額

そ の 他

固 定 資 産 売 却 損

関 係 会 社 支 援 損

固 定 資 産 圧 縮 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

減 損 損 失

有 価 証 券 売 却 損

過年度利息返還損失引当金繰入額

科　　　　　目

１．５

（２）連結損益計算書

６２２，４１７ ９，０５８６１３，３５８

 至 平成19年３月31日)  至 平成20年３月31日)

－ １８ －



阪急阪神ホールディングス㈱（９０４２）　平成２０年３月期決算短信

前連結会計年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

資本 利益 自己
剰余金 剰余金 株式

９７，５４４ ２４，９８４ １９６，４１１ △３３１ ３１８，６１０

１，９３０ １２５，０９７ １２７，０２７

△５，２４７ △５，２４７

３６，６１９ ３６，６１９

△１ △１

７８７ ７８７

△２，０９３ △２，０９３

△２０ １２２ １０２

１，９３０ １２５，０７７ ３２，１５８ △１，９７０ １５７，１９５

９９，４７４ １５０，０６１ ２２８，５７０ △２，３０１ ４７５，８０５

３８，８１７ 　　　　― ２，６０３ １９０ ４１，６１１ ２，３２８ ３６２，５４９

１２７，０２７

△５，２４７

３６，６１９

△１

７８７

△２，０９３

１０２

△４，２３３ ２０３ ０ １４２ △３，８８７ ６，４２８ ２，５４０

△４，２３３ ２０３ ０ １４２ △３，８８７ ６，４２８ １５９，７３６

３４，５８３ ２０３ ２，６０４ ３３２ ３７，７２４ ８，７５６ ５２２，２８６

資本金 株主資本合計

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

連結子会社の決算期変更

自己株式の取得

自己株式の処分

連結会計年度中の変動額

新株の発行

剰余金の配当

連結子会社の決算期変更

新株の発行

剰余金の配当

連結会計年度中の変動額合計（百万円）

平成19年３月31日残高（百万円）

連結会計年度中の変動額合計（百万円）

平成19年３月31日残高（百万円）

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

土地再評価差額金取崩額

少数株主
持分

純資産合計

平成18年３月31日残高（百万円）

土地再評価差額金取崩額

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

当期純利益

連結会計年度中の変動額

（３）連結株主資本等変動計算書

評価・換算差額等

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算調整
勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高（百万円）

株　主　資　本

－ １９ －



阪急阪神ホールディングス㈱（９０４２）　平成２０年３月期決算短信

当連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

資本 利益 自己
剰余金 剰余金 株式

９９，４７４ １５０，０６１ ２２８，５７０ △２，３０１ ４７５，８０５

△６，３５３ △６，３５３

６２７ ６２７

△２３ △２３

△９７５ △９７５

７２ １０ ８２

△１１，０６２ △１１，０６２

　　　　― ７２ △１６，８１２ △９６５ △１７，７０５

９９，４７４ １５０，１３４ ２１１，７５８ △３，２６６ ４５８，１００

３４，５８３ ２０３ ２，６０４ ３３２ ３７，７２４ ８，７５６ ５２２，２８６

△６，３５３

６２７

△２３

△９７５

８２

△１１，０６２

△２７，９６２ △７６１ △４１１ △１２０ △２９，２５５ １，３１３ △２７，９４２

△２７，９６２ △７６１ △４１１ △１２０ △２９，２５５ １，３１３ △４５，６４７

６，６２１ △５５７ ２，１９２ ２１２ ８，４６８ １０，０６９ ４７６，６３９

連結子会社及び持分法適用会社の
増減による増減額

少数株主
持分

純資産合計

株　主　資　本

資本金 株主資本合計

自己株式の取得

自己株式の処分

評価・換算差額等

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算調整
勘定

評価・換算
差額等合計

土地再評価差額金取崩額

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計（百万円）

平成20年３月31日残高（百万円）

連結子会社及び持分法適用会社の
増減による増減額

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

土地再評価差額金取崩額

剰余金の配当

連結会計年度中の変動額合計（百万円）

平成20年３月31日残高（百万円）

平成19年３月31日残高（百万円）

連結会計年度中の変動額

平成19年３月31日残高（百万円）

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

－ ２０ －



阪急阪神ホールディングス㈱（９０４２）　平成２０年３月期決算短信

（４）連結キャッシュ・フロー計算書

百万円 百万円
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 ６５，３０５ ２６，０９８
減価償却費 ４３，８８８ ５１，５７７
減損損失 ８６９ ８，７９６
のれん償却額 ２，２３６ ２，８９６
負ののれん償却額 △１，５１６ △１，０４７
持分法による投資利益 △３，６７４ △３，７４７
退職給付引当金の減少額 △２，２００ △１，８１６
貸倒引当金の増減額 △３，９９２ ７２８
投資損失引当金の増減額 ４，２２８ △１，１１５
受取利息及び受取配当金 △２，７３２ △２，２７８
支払利息 １９，７２５ ２３，４９７
固定資産売却益 △１２，５９２ △１０，４８９
固定資産売却損 ８６６ ３９０
固定資産圧縮額 ２，２６２ １，９９７
固定資産除却損 ２，１８８ １，７１９
有価証券売却益 △２，６６１ △１，９７４
有価証券売却損 １，８８１ －
持分変動差額 － △９，９５６
工事負担金等受入額 △２，３１１ △８０６
匿名組合出資配当金 － △１６，９０７
売上債権の増加額 △２５，６１２ △１，７３０
たな卸資産の増減額 ８４９ △１５，０１２
分譲土地評価損 ２，３２０ ６９，１３３
仕入債務の増減額 １７，５６５ △４，６１１
その他 △４，１１６ △５，３９２
   小      計 １０２，７７７ １０９，９４８
利息及び配当金の受取額 ３，６９７ ３，１４１
利息の支払額 △２０，１６０ △２３，１３４

法人税等の支払額 △７，３３２ △１５，０５２
営業活動によるキャッシュ・フロー ７８，９８１ ７４，９０２

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出 △５３，３５５ △ １３３，９９３
固定資産の売却による収入 ４６，２４７ ２７，８４８
投資有価証券の取得による支出 △７，５９５ △５，６７４
投資有価証券の売却による収入 ２２，５５４ ４，２３２
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △ ２１０，３７９ △５２８
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 ５６２ －
短期貸付金の純増加額 △５，３５１ △７，２０２
長期貸付けによる支出 △８７３ △１０，９４７
長期貸付金の返済による収入 ６，３２２ １，００８
工事負担金の受入による収入 ５，５４１ ３，１００
匿名組合出資配当受取額 － １９，５６２
その他 △３，２５１ ２，５３６

投資活動によるキャッシュ・フロー △ １９９，５７８ △ １００，０５８

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増加額 ３５，３６１ ４５，７０６
長期借入れによる収入 ２４１，４６２ １４０，９２０
長期借入金の返済による支出 △８２，９９１ △ １１７，０４３
社債の発行による収入 － ３９，７９３
社債の償還による支出 △４９，９００ △６６，０００
コマーシャル・ペーパーの純減少額 △７，０００ －
配当金の支払額 △５，２４７ △６，３５３
少数株主への配当金の支払額 △７３ △２３４
その他 ６７７ △７０

財務活動によるキャッシュ・フロー １３２，２８９ ３６，７１８

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ９８ △１５９
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 １１，７９１ １１，４０３
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ２８，３７５ ４０，１６６
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － ８４１
Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △２１，２４５
Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 ４０，１６６ ３１，１６６

 (注)　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度末 当連結会計年度末　

現金及び預金勘定 ４１，８０５百万円 ３３，０７３百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △１，６３８百万円 △１，９０６百万円

現金及び現金同等物 ４０，１６６百万円 ３１，１６６百万円

(自　平成19年４月１日
   至　平成20年３月31日）

科             目
前連結会計年度 当連結会計年度

(自　平成18年４月１日
   至　平成19年３月31日）

－ ２１ －
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
                   
 

１．連結の範囲に関する事項 
（1）連結子会社の数  ９４社 

主要な連結子会社の名称 
阪急電鉄㈱、阪神電気鉄道㈱、阪急不動産㈱、㈱阪神タイガース、㈱阪急交通社、㈱阪

急ホテルマネジメント、㈱阪急リテールズ 
なお、大阪空港交通㈱については、株式取得により、阪急田園バス㈱については、重要

性が増加したことにより、北神急行電鉄㈱については、実質的に支配していると認められ

たことにより、阪急交通社旅行事業分割準備㈱他４社については、設立したことから、当

連結会計年度より連結の範囲に含めております。 
また、当連結会計年度において、阪神エンジニアリング㈱他１社については、会社合併

により、阪神エンタープライズ㈱他２社については、清算結了したことにより、㈱阪神百

貨店及び重要な同社の子会社４社については、㈱阪急百貨店（現 エイチ・ツー・オー リ

テイリング㈱）の㈱阪神百貨店を完全子会社とする株式交換の実施により連結の範囲から

除外しております。 
 
（2）主要な非連結子会社の名称等 

㈱ラガール・ショップ、㈱阪急メディアックス、㈱阪神モーター・ドック 
非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等に関してその合計額で

いずれも小規模であり、全体として連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の

範囲から除外しております。 
 
２．持分法の適用に関する事項 
（1）持分法適用関連会社の数  ７社 

主要な会社名称 
エイチ・ツー・オー リテイリング㈱、神戸電鉄㈱、東宝㈱、㈱東京楽天地 

 なお、エイチ・ツー・オー リテイリング㈱については、同社と㈱阪神百貨店との株式

交換により持分が増加したことから、当連結会計年度より持分法適用の関連会社に含めて

おります。 
 また、従来持分法適用の関連会社であった大阪空港交通㈱及び北神急行電鉄㈱について

は、連結子会社となったことにより、㈱森組他１社については、株式を譲渡したことによ

り、㈱ケーブルネット神戸芦屋については、会社合併に伴い持分が減少したことから、当

連結会計年度より持分法適用の関連会社から除外しております。 
 
（2）持分法を適用していない非連結子会社（㈱ラガール・ショップ、㈱阪急メディアックス、㈱

阪神モーター・ドック他）及び関連会社（オーエス㈱、石見交通㈱他）は当期純損益及び利益

剰余金等に関してその合計額でいずれも小規模であり、全体として連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため、持分法を適用せず原価法によっております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

― ２２ ―
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３．会計処理基準に関する事項 
（1）有価証券の評価基準及び評価方法 
    その他有価証券 

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算定) 
時価のないもの 主として移動平均法による原価法 

 ただし、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合へ

の出資については、当該組合の財産の持分相当額を計上し

ております。 
 
（2）販売土地建物の評価基準及び評価方法 

個別法に基づく原価法 
 
（3）有形固定資産の減価償却の方法 

主として定率法によっておりますが、一部については定額法によっております。ただし、

平成 10 年４月１日以降取得した建物については、定額法を採用しております。 
   （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、平成 19 年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しております。 
この変更に伴い、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ 572 百万円

減少しております。 
（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成 19 年３月 31 日以前に取得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌連結会計年度から５年間で均等償却する方法によっております。 
この結果、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ 2,396 百万円減少

しております。 
  
（4） 連結子会社である阪急電鉄㈱及び阪神電気鉄道㈱は、鉄道事業における連続立体交差等の

高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部として

工事負担金等を受け入れております。 
これらの工事負担金等により取得した資産は、取得原価から当該工事負担金等相当額を直接

減額したうえで固定資産に計上しております。 
なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、取

得原価から直接減額した額を固定資産圧縮額として特別損失に計上しております。 
   
（5）貸倒引当金は、貸付金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 
 
（6）賞与引当金は、一部の連結子会社が賞与に充てるため、当連結会計年度の負担すべき実際支

給見込額を計上しております。 
   
（7）事業整理損失引当金は、阪急電鉄㈱の阪急西宮スタジアムの撤去に伴う損失に備えるため、

翌連結会計年度の発生見込額を計上しております。 
 
 
 
 
 

 

― ２３ ― 
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（8）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を

計上しております。 
なお、過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３～

15 年）による定額法により按分した額を、原則としてそれぞれ発生の連結会計年度から費用

処理しております。 
また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（４～15 年）による定額法により按分した額を、原則としてそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。 
   
（9）役員退職慰労引当金は、一部連結子会社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく額を計上しております。 
   
（10）投資損失引当金は、関係会社等の事業の損失に備えるため、その資産状態等を勘案し、出

資金額及び貸付金額を超えて負担することとなる損失見込額を計上しております。 
   
（11）利息返還損失引当金は、一部連結子会社の将来の利息返還損失に備えるため、過去の返還

実績を踏まえ、かつ最近の返還状況を考慮する等により返還額を合理的に見積もり計上して

おります。 
   
（12）消費税の会計処理は、税抜方式によっております。  
 
４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
  
５．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれんの償却については、原則として５年間の均等償却を行っております。なお、平成 18

年度の阪神電気鉄道㈱との経営統合により発生したのれんについては、20 年間の均等償却を

行っております。 
   
６．連結納税制度を適用しております。 
 
 
７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
 

（６）連結財務諸表に関する注記事項 
 
（開示の省略） 

 リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引及び退職給

付に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられる

ため、開示を省略しております。 
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連結損益計算書に関する注記事項

（減損損失）
　減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フロー
から概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグルー
プ化を行いました。その結果、当連結会計年度において、継続的な地価の下落に伴
い帳簿価額に対し著しく時価が下落している固定資産グループ及び営業損失を継続
して計上し今後も収益性の回復が見込まれない固定資産グループ計８件について帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を、また、平成19年10月１日のエイ
チ・ツー・オー　リテイリング㈱（旧　㈱阪急百貨店）と㈱阪神百貨店との経営統
合に伴い連結より除外となった流通事業に係るのれん未償却残高の取崩額をそれぞ
れ減損損失として、特別損失に9,246百万円計上しました。
　なお、このうち449百万円は特別損失その他に含まれています。

（百万円）

計２件

ホテル他

計４件

直営店舗他

計３件

地域ごとの減損損失の内訳

・大阪府 8,394 百万円　うち のれん 8,253 百万円
土地 141 百万円

・兵庫県 　810 百万円　うち 土地 450 百万円
建物及び構築物 172 百万円
機械装置及び運搬具 187 百万円

・東京都他 　 40 百万円　うち 建物及び構築物 35 百万円
建設仮勘定 0 百万円
その他 2 百万円
無形固定資産 2 百万円

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により算定しております。
　正味売却価額については、売却見込額及び不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価
額又は固定資産税評価額等を基に合理的な調整を行って算出した金額を使用してお
ります。

東京都他 　　  40 

  8,394 のれん及び土地
流通事業に係る
のれん他

建物等

兵庫県 土地等   　 810 

大阪府

地　域 用　途 減損損失種　類

－ ２５ －
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　セグメント情報

　１．事業の種類別セグメント情報

　　 前連結会計年度（自平成１８年４月１日  至平成１９年３月３１日） （単位：百万円）

都市交通事業 不動産事業
ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ･

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ事業
旅行・国際輸送事業 ホテル事業 流通事業 その他の事業 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ　営業収益及び営業損益

 営　　業　　収　　益

  (1)外部顧客に対する営業収益 179,428 151,839 69,872 88,016 65,335 153,504 35,379 743,376 － 743,376

  (2)セグメント間の内部営業収益

　　 又は振替高 2,425 24,497 5,860 240 94 2,397 8,699 44,216 (44,216) － 

計 181,854 176,337 75,732 88,256 65,430 155,902 44,079 787,592 (44,216) 743,376

 営　　　 業　　　 費 148,660 140,061 70,494 84,007 64,093 151,237 44,096 702,650 (46,276) 656,373

 営業利益又は営業損失（△） 33,194 36,276 5,237 4,249 1,336 4,664 △ 17 84,942 2,060 87,003

Ⅱ　資産、減価償却費、減損
　　損失及び資本的支出

 資　　　　　　　産 738,803 1,008,764 130,110 116,942 81,355 91,613 180,307 2,347,897 18,796 2,366,694

 減　価　償　却　費 22,070 11,875 3,802 1,567 2,361 1,940 646 44,266 (377) 43,888

 減 　損 　損　 失 9 456 － － 25 91 94 677 191 869

 資　本　的　支　出 28,539 9,899 5,000 1,778 5,381 2,401 306 53,307 (1,454) 51,853

　　 当連結会計年度（自平成１９年４月１日  至平成２０年３月３１日） （単位：百万円）

都市交通事業 不動産事業
ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ･

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ事業
旅行・国際輸送事業 ホテル事業 流通事業 その他の事業 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ　営業収益及び営業損益

 営　　業　　収　　益

  (1)外部顧客に対する営業収益 192,461 153,332 86,906 94,135 68,943 118,789 37,732 752,300 － 752,300

  (2)セグメント間の内部営業収益

　　 又は振替高 2,440 26,357 8,422 301 295 1,962 7,086 46,867 (46,867) － 

計 194,902 179,689 95,328 94,437 69,239 120,751 44,818 799,167 (46,867) 752,300

 営　　　 業　　　 費 161,747 140,172 86,780 91,230 67,889 118,033 43,918 709,772 (48,196) 661,576

 営　　業　　利　　益 33,155 39,517 8,548 3,207 1,349 2,717 900 89,395 1,329 90,724

Ⅱ　資産、減価償却費、減損
　　損失及び資本的支出

 資　　　　　　　産 760,391 1,015,779 133,715 128,749 82,810 22,501 232,469 2,376,417 (27,941) 2,348,476

 減　価　償　却　費 26,801 13,289 4,869 1,772 3,129 1,593 659 52,115 (537) 51,577

 減 　損 　損　 失 1 141 359 － － 8,294 － 8,796 － 8,796

 資　本　的　支　出 22,580 82,984 9,698 1,851 14,844 1,686 757 134,403 (910) 133,493

        （注） １．事業区分の方法は、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、経営管理上採用している区分によっています。

               ２．各事業区分の主な事業内容は次のとおりであります。

都市交通事業  ： 鉄道事業、バス事業、タクシー事業、車両製造業

不 動 産 事 業  ： 不動産賃貸業、不動産売買業、不動産管理業

ｴ ﾝ ﾀ ﾃ ｲ ﾝ ﾒ ﾝ ﾄ ･
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ事業  ： スポーツ事業、歌劇事業、広告代理店業、情報サービス業、出版業

旅 行 ・ 国 際
輸 送 事 業  ： 旅行業、貨物運送事業

ホ テ ル 事 業  ： ホテル事業

流 通 事 業  ： 百貨店事業、小売業、飲食業

その他の事業  ： 建設業、消費者金融業、人事・経理代行業

               ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社、阪急電鉄㈱及び阪神電気鉄道㈱での

                   余資運用資金（現金、預金）及び長期投資資金（投資有価証券）等であります。

前連結会計年度     135,511百万円

当連結会計年度    　91,447百万円

　２．所在地別セグメント情報

        前連結会計年度及び当連結会計年度については､全セグメントの営業収益の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、

      所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　３．海外売上高

        前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高が連結営業収益の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

－ ２６ －
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企業結合に関する注記事項 

（子会社の企業結合関係） 
１ 子会社が行った企業再編の概要 
（１）子会社を含む結合当事企業の名称及びその事業の内容 

結合企業 
名称 ㈱阪急百貨店（現 エイチ・ツー・オー リテイリング㈱） 
事業の内容 百貨店事業 

被結合企業 
名称 ㈱阪神百貨店 
事業の内容 百貨店事業 

（２）企業結合を行った主な理由 
関西商圏における存在感が今後ますます増していくと考えられる大阪梅田地区において、両社の

本店を合わせた圧倒的なシェアを最大限活用することで、大阪梅田地区での競争優位性を確保し、

さらなる顧客満足の向上、株主価値の増大を実現していくためであります。 
（３）企業結合日 

平成１９年１０月１日 
（４）法的形式を含む企業結合の概要 

 ㈱阪急百貨店は、当社の子会社であった㈱阪神百貨店を完全子会社とする株式交換を実施しまし

た。 
 
２ 実施した会計処理の概要 

連結財務諸表上の会計処理 
当該企業結合により、結合企業である㈱阪急百貨店は当社の関連会社となるため、持分法適用に

おいて、㈱阪急百貨店に係る当社グループの持分の増加額と、㈱阪神百貨店に係る当社グループの

持分の減少額との間に生ずる差額は、持分変動差額とのれんに区分して処理しております。 
このうち、持分変動差額については、当連結会計年度において、特別利益として９，３８７百万

円を計上しております。一方、被結合企業である㈱阪神百貨店及びその子会社に係る既存の流通事

業のれんの減損を特別損失として８，２５３百万円計上しております。 
 
３ 事業の種類別セグメントにおいて、当該子会社が含まれていた事業区分の名称 

流通事業 
 

４ 当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている当該子会社及びその子会社に係る損益の概算額 
 

 
（１）㈱阪神百貨店 営業収益 ５２，２１５百万円

 営業利益 ９３８百万円

 経常利益 １，１３５百万円

（２）阪神商事㈱ 営業収益 ２，４４９百万円

 営業利益 ９９百万円

 経常利益 １０５百万円

（３）㈱ヘンゼル 営業収益 １，５３３百万円

 営業利益 ７４百万円

 経常利益 ７８百万円

（４）阪神運送㈱ 営業収益 ４４８百万円

 営業利益 ５８百万円

 経常利益 ６１百万円

（５）㈱阪神みどり会 営業収益 １９５百万円

 営業利益 １３百万円

 経常利益 ６３百万円

－ ２７ － 
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１株当たり情報

　１株当たり純資産額 405円35銭　 　１株当たり純資産額 369円25銭　

　１株当たり当期純利益 31円84銭　 　１株当たり当期純利益 50銭　

　　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、 　潜在株式調整後

　１株当たり当期純利益 41銭　

(注)　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

（自　平成18年４月１日 （自　平成19年４月１日

　　至　平成19年３月31日） 　　至　平成20年３月31日）

　１株当たり当期純利益

　　当期純利益 36,619百万円　 627百万円　

　　普通株式に帰属しない金額 ―　 ―　

　　普通株式に係る当期純利益 36,619百万円　 627百万円　

　　普通株式の期中平均株式数 1,150,020千株　 1,265,325千株　

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　　当期純利益調整額 ―　 　　　　　　   △105百万円

　　(うち持分法による投資利益) ―　 　　　　　　 　△105百万円

　　普通株式増加数 ―　 ―　

　　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

　　１株当たり当期純利益の算定に含まれなかった ―　 ―　

　　潜在株式の概要

項　　　目

（自　平成19年４月１日

前連結会計年度 　　当連結会計年度

　潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（自　平成18年４月１日

　　至　平成19年３月31日） 　　至　平成20年３月31日）

－ ２８ －
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

（平成19年３月31日） （平成20年３月31日）

（ 資   産   の   部 ） 百万円  百万円  百万円  

１９１，２５７　 ２５３，４４１　 ６２，１８４　

１０　 １３　 ２　

８，８１６　 ２１，１０１　 １２，２８４　

１，３１７　 １，６６４　 ３４６　

１８０，９８８　 ２３０，４６９　 ４９，４８０　

１５　 １　 △　１４　

１６　 １１０　 ９３　

９１　 ８１　 △　９　

１，１５８，３２２　 １，１８３，８９２　 ２５，５７０　

０　 ０　 ─   

０　 ０　 ─   

５０　 ５０　 ０　

４９　 ４３　 △　５　

１　 １　 △　０　

─   ６　 ６　

１，１５８，２７１　 １，１８３，８４１　 ２５，５７０　

５６，０４５　 ３１，８１４　 △　２４，２３１　

５８４，２７１　 ５６２，１８６　 △　２２，０８４　

５１７，４６２　 ５８９，４１１　 ７１，９４９　

２４８　 １７３　 △　７４　

２４３　 ２５６　 １２　

１，３４９，５７９　 １，４３７，３３４　 ８７，７５５　

科 目

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

長 期 貸 付 金

未 収 金

短 期 貸 付 金

資 産 合 計

そ の 他

比 較 増 減 額

未 収 収 益

無 形 固 定 資 産

現 金 及 び 預 金

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他

固 定 資 産

前 払 費 用

投 資 有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

そ の 他

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

商 標 権

繰 延 税 金 資 産

－ ２９ －
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前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

（平成19年３月31日） （平成20年３月31日）

（ 負 債 の 部 ） 百万円  百万円  百万円  

流　 　動　 　負　 　債 ２５２，９９０　 ２６８，９２０　 １５，９３０　

２００，６２７　 ２３８，８４２　 ３８，２１４　

４５，０００　 ２０，０００　 △　２５，０００　

５，１３９　 ７，４１８　 ２，２７８　

１，６０４　 ２，２７３　 ６６９　

７８　 ７６　 △　２　

３９９　 ４１　 △　３５８　

４　 ４　 △　０　

１３６　 ２６４　 １２８　

固　 　定　 　負　 　債 ７１１，０７２　 ７９５，５３７　 ８４，４６４　

７５，０００　 ９５，０００　 ２０，０００　

６１９，３７９　 ６８４，３２８　 ６４，９４９　

１６，２９９　 １５，９１１　 △　３８８　

３９３　 ２９７　 △　９５　

負 債 合 計 ９６４，０６３　 １，０６４，４５８　 １００，３９４　

（ 純 資 産 の 部 ）

株　 　主　 　資　 　本 ３６１，３０３　 ３６０，７９３　 △　５０９　

９９，４７４　 ９９，４７４　 ─   

１４９，３６５　 １４９，３６５　 ─   

１４９，２５８　 １４９，２５８　 ─   

１０７　 １０７　 ─   

１１２，９７５　 １１４，１４９　 １，１７４　

２８０　 ２８０　 ─   

１１２，６９５　 １１３，８６９　 １，１７４　

１１２，６９５　 １１３，８６９　 １，１７４　

△　５１３　 △　２，１９７　 △　１，６８４　

評 価 ・ 換 算 差 額 等 ２４，２１２　 １２，０８３　 △　１２，１２９　

２４，１９９　 １２，１５１　 △　１２，０４８　

１２　 △　６８　 △　８１　

純 資 産 合 計 ３８５，５１５　 ３７２，８７６　 △　１２，６３９　

１，３４９，５７９　 １，４３７，３３４　 ８７，７５５　

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

そ の 他

社 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

預 り 金

科 目

短 期 借 入 金

一 年 以 内 償 還 社 債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

負 債 純 資 産 合 計

比 較 増 減 額

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

未 払 費 用

自 己 株 式

－ ３０ －
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前 事 業 年 度 当 事 業 年 度
(自　平成18年４月１日 (自　平成19年４月１日

   至　平成19年３月31日）    至　平成20年３月31日）

百万円　 百万円　 百万円　 ％　

１７，３９０　 １２，７４７　 △　４，６４３　 △　２６．７

１５，７５４　 １０，３２８　 △　５，４２５　 △　３４．４

１，６３５　 ２，４１８　 ７８２　 ４７．９

１，７７８　 １，７００　 △　７８　 △　４．４

１，７７８　 １，７００　 △　７８　 △　４．４

１５，６１１　 １１，０４７　 △　４，５６４　 △　２９．２

１５，９０８　 １５，９５０　 ４２　 ０．３

１５，５８３　 １８，９６９　 ３，３８６　 ２１．７

１５，９３６　 ８，０２８　 △　７，９０８　 △　４９．６

─   ９５６　 ９５６　 ─   

─   ９５６　 ９５６　 ─   

─   ２，１８０　 ２，１８０　 ─   

─   ２，１８０　 ２，１８０　 ─   

１５，９３６　 ６，８０４　 △　９，１３２　 △　５７．３

１６０　 △　８，５８０　 △　８，７４０　 ─   

４４８　 ７，８５６　 ７，４０８　 １，６５３．１

１５，３２８　 ７，５２７　 △　７，８００　 △　５０．９

経 常 利 益

科                目 比較増減額 比較増減率

一 般 管 理 費

営 業 収 益

関 係 会 社 受 取 配 当 金

関 係 会 社 受 入 手 数 料

営 業 費 用

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

（２）損益計算書

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

有 価 証 券 評 価 損

営 業 利 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

有 価 証 券 売 却 益

営 業 外 費 用

－ ３１ －
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日） .

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

９７，５４４ ２４，１６１ １２７ ２４，２８８ ２８０ １０２，６１４ １０２，８９４ △１８ ２２４，７１０

事業年度中の変動額

新株の発行 １，９３０ １２５，０９７ １２５，０９７ １２７，０２７

剰余金の配当 △５，２４７ △５，２４７ △５，２４７

当期純利益 １５，３２８ １５，３２８ １５，３２８

自己株式の取得 △６１７ △６１７

自己株式の処分 △２０ △２０ １２２ １０２

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

１，９３０ １２５，０９７ △２０ １２５，０７７ ─ １０，０８０ １０，０８０ △４９４ １３６，５９３

９９，４７４ １４９，２５８ １０７ １４９，３６５ ２８０ １１２，６９５ １１２，９７５ △５１３ ３６１，３０３

３３，９６１ ─  ３３，９６１ ２５８，６７１

事業年度中の変動額

新株の発行 １２７，０２７

剰余金の配当 △５，２４７

当期純利益 １５，３２８

自己株式の取得 △６１７

自己株式の処分 １０２

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △９，７６１ １２ △９，７４８ △９，７４８

△９，７６１ １２ △９，７４８ １２６，８４４

２４，１９９ １２ ２４，２１２ ３８５，５１５

事業年度中の変動額合計
（百万円）

平成19年３月31日残高
（百万円）

平成19年３月31日残高
（百万円）

平成18年３月31日残高
（百万円）

利益剰余金
合　計

平成18年３月31日残高
（百万円）

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

事業年度中の変動額合計
（百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　計

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合　計
利益準備金

－ ３２ －
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

９９，４７４ １４９，２５８ １０７ １４９，３６５ ２８０ １１２，６９５ １１２，９７５ △５１３ ３６１，３０３

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △６，３５３ △６，３５３ △６，３５３

当期純利益 ７，５２７ ７，５２７ ７，５２７

自己株式の取得 △１，６８４ △１，６８４

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

─ ─ ─ ─ ─ １，１７４ １，１７４ △１，６８４ △５０９

９９，４７４ １４９，２５８ １０７ １４９，３６５ ２８０ １１３，８６９ １１４，１４９ △２，１９７ ３６０，７９３

２４，１９９ １２ ２４，２１２ ３８５，５１５

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △６，３５３

当期純利益 ７，５２７

自己株式の取得 △１，６８４

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △１２，０４８ △８１ △１２，１２９ △１２，１２９

△１２，０４８ △８１ △１２，１２９ △１２，６３９

１２，１５１ △６８ １２，０８３ ３７２，８７６

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　計

資本準備金
その他資本

剰余金
利益剰余金

合　計
資本剰余金

合　計

平成19年３月31日残高
（百万円）

平成20年３月31日残高
（百万円）

事業年度中の変動額合計
（百万円）

評価・換算差額等

利益準備金

事業年度中の変動額合計
（百万円）

平成19年３月31日残高
（百万円）

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成20年３月31日残高
（百万円）

－ ３３ －



 
 

阪急阪神ホールディングス㈱(９０４２) 平成２０年３月期決算短信 

  
 

役 員 の 異 動 
 
 
（１）代表取締役の異動 
 
    退任予定取締役 

 
川 島 常 紀（かわしま つねのり）  （現 当社代表取締役 

現 阪急電鉄株式会社代表取締役常務取締役） 
 
（２）その他役員の異動 
 

①新任取締役候補 
 
南   信 男（みなみ のぶお） （現 株式会社阪神タイガース代表取締役社長） 
 
 

②退任予定取締役 
 

簑 原 克 彦（みのはら かつひこ）  （現 当社取締役 
                      現 阪急不動産株式会社代表取締役社長） 

 
 

宮 崎 恒 彰（みやざき つねあき）  （現 当社取締役 
                     現 株式会社阪神コンテンツリンク代表取締役社長 
                     現 株式会社阪神タイガース代表取締役会長 
                      現 阪神電気鉄道株式会社取締役） 

 
 

本 庄 義 信（ほんじょう よしのぶ） （現 当社取締役 
                         現 株式会社阪神ステーションネット代表取締役会長 
                                                現 西大阪高速鉄道株式会社代表取締役社長 
                         現 阪神電気鉄道株式会社取締役） 
 
 

③退任予定監査役 
 

河 合 伸 一（かわい しんいち）   （現 当社監査役（社外監査役） 
現 阪神電気鉄道株式会社監査役） 

 
 
 

（平成２０年６月２５日付） 
 
 
 
 
 

－ ３４ － 



阪急阪神ホールディングス㈱（９０４２）　平成２０年３月期決算短信　

  補足資料の構成

１．平成20年3月期実績　 ２．平成21年3月期予想　 ３．有利子負債

４．設備投資 ５．阪急電鉄㈱　運輸成績表 ６．阪神電気鉄道㈱　運輸成績表

１．平成20年3月期実績　

前期の平成19年3月期　阪急阪神ホールディングス連結決算は、「阪急グループ（4月～3月：12ヶ月）＋阪神グループ（7月～3月：9ヶ月）」となっており、

当期の平成20年3月期実績と対比する場合、阪神グループの対象期間に差異が生ずることになるため、「平成19年3月期 阪神電気鉄道と期首から統合したと

仮定した阪神12ヶ月ベース」と比較すると下記のとおりとなります。

①連　結　損　益 （単位：百万円、％）

752,300 813,613 △ 61,312 △ 7.5 阪神百貨店連結除外の影響　△57,372

90,724 94,800 △ 4,075 △ 4.3 阪神百貨店連結除外の影響　△2,104　税制改正に伴う減価償却費増の影響　△2,969

74,882 81,611 △ 6,728 △ 8.2

627 40,507 △ 39,879 △ 98.4

②連結セグメント損益 （単位：百万円）

都市交通 不動産
ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

旅行・
国際輸送

ホテル 流通 その他 計 消去 連結

営業収益

 20年3月期 (実績) 194,902 179,689 95,328 94,437 69,239 120,751 44,818 799,167 △ 46,867 752,300

 19年3月期 (阪神ｸﾞﾙｰﾌﾟと期首から統合) 190,905 188,795 88,808 93,853 69,403 185,823 45,612 863,202 △ 49,589 813,613

　　差　引 3,997 △ 9,105 6,519 583 △ 164 △ 65,072 △ 794 △ 64,034 2,722 △ 61,312

営業利益

.
 20年3月期 (実績) 33,155 39,517 8,548 3,207 1,349 2,717 900 89,395 1,329 90,724

 19年3月期 (阪神ｸﾞﾙｰﾌﾟと期首から統合) 34,428 38,477 8,461 4,426 1,387 5,755 △ 314 92,622 2,178 94,800

　　差　引 △ 1,273 1,039 86 △ 1,219 △ 38 △ 3,037 1,215 △ 3,226 △ 849 △ 4,075

③金　融　収　支 （単位：百万円）

受取利息及び配当金

支払利息

金融収支

④減 価 償 却 額 （単位：百万円）

51,577 48,619 2,957

営業収益

当期純利益

20年3月期 

△ 21,219

19年3月期 

営業利益

経常利益

3,133 △ 854

2,181

△ 18,183

21,316

△ 3,036

2,278

20年3月期
(実績)

19年3月期
(阪神ｸﾞﾙｰﾌﾟと
期首から統合)

19年3月期 

備　　考増減率

20年3月期 

決 算 発 表　補 足 資 料

(実績)
比　較

比　較
(実績)

(阪神ｸﾞﾙｰﾌﾟと期首から統合)

(阪神ｸﾞﾙｰﾌﾟと期首から統合)

23,497

比較増減

（補足－１）



阪急阪神ホールディングス㈱（９０４２）　平成２０年３月期決算短信

２．平成21年3月期予想　

①連　結　損　益 (単位：百万円、％)

709,000 752,300 △ 43,300 △ 5.8 阪神百貨店連結除外の影響　△51,495

84,000 90,724 △ 6,724 △ 7.4 阪神百貨店連結除外の影響　△1,183　減価償却費増の影響　△4,822

63,000 74,882 △ 11,882 △ 15.9

34,000 627 33,373 5,322.6

②連結セグメント損益 (単位：百万円)

都市交通 不動産
ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

旅行・
国際輸送

ホテル 流通 その他 計 消去 連結

営業収益

 21年3月期 (予想) 193,800 186,600 98,200 72,300 69,800 68,100 63,900 752,700 △ 43,700 709,000

 20年3月期 (実績) 194,902 179,689 95,328 94,437 69,239 120,751 44,818 799,167 △ 46,867 752,300

　　差　引 △ 1,102 6,911 2,872 △ 22,137 561 △ 52,651 19,082 △ 46,467 3,167 △ 43,300

営業利益

 21年3月期 (予想) 30,000 38,100 6,400 4,700 1,600 800 1,200 82,800 1,200 84,000

 20年3月期 (実績) 33,155 39,517 8,548 3,207 1,349 2,717 900 89,395 1,329 90,724

　　差　引 △ 3,155 △ 1,417 △ 2,148 1,493 251 △ 1,917 300 △ 6,595 △ 129 △ 6,724

③金　融　収　支 (単位：百万円)

受取利息及び配当金

支払利息

金融収支

④減 価 償 却 額 (単位：百万円)

56,400 51,577 4,822

備　　考

25,300 23,497

△ 2,281

2,278

比　較

△ 478

1,803

20年3月期
（実績）

増減率

21年3月期

1,800

△ 21,219

比　較
（予想）

（予想）

21年3月期 20年3月期 
(実績)

比較増減

△ 23,500

営業利益

経常利益

当期純利益

21年3月期
(予想）

営業収益

20年3月期 
(実績)

（補足－２）



阪急阪神ホールディングス㈱（９０４２）　平成２０年３月期決算短信　

３．有 利 子 負 債 （単位：百万円）

（単位：百万円）

４．設　備　投　資 （単位：百万円）

31,800 23,105 8,695

59,700 83,089 △ 23,389

15,600 9,727 5,873

3,200 1,851 1,349

2,700 14,844 △ 12,144

3,500 1,841 1,659

1,100 757 343

117,600 135,217 △ 17,617

0 △ 910 910

117,700 134,307 △ 16,607

・主な設備投資

　[20年３月期（実績）]

　  阪急電鉄㈱

　　　・駅施設改良ほかサービス向上

　　　・車両新造

　　　・自動列車停止装置設備

　　　・梅田阪急ビル建替

　　　・西宮北口開発（阪急西宮ガーデンズ）

　  阪神電気鉄道㈱

　　　・車両新造

　　　・阪神甲子園球場リニューアル

　[21年３月期（予想）]

　  阪急電鉄㈱

　　　・車両新造

　　　・駅施設改良ほかサービス向上

　　　・自動列車停止装置設備

　　　・西宮北口開発（阪急西宮ガーデンズ）

　　　・梅田阪急ビル建替

　  阪神電気鉄道㈱

　　　・車両新造

　　　・住吉～芦屋間高架化工事

　　　・阪神甲子園球場リニューアル

不 動 産 事 業

社 債 145,200 171,100 △25,900

20年3月期末（実績） 19年3月期末（実績） 比　較

借 入 金 1,125,900 1,038,282 87,618

計 1,271,100 1,209,382 61,718

21年3月期末（予想）

1,335,000

比　較20年3月期末（実績）

1,271,100 63,900

21年3月期（予想） 20年3月期（実績） 比　較

消 去 又 は 全 社

　連　結　

都 市 交 通 事 業

ホ テ ル 事 業

そ の 他 の 事 業

計

ｴ ﾝ ﾀ ﾃ ｲ ﾝ ﾒ ﾝ ﾄ ・
ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事 業

旅 行 ･ 国 際 輸 送 事 業

流 通 事 業

（補足－３）



阪急阪神ホールディングス㈱（９０４２）　平成２０年３月期決算短信

５. 阪急電鉄㈱　運輸成績表

【実　績】

収            入 人            員

19年3月期 20年3月期 比較増減率 19年3月期 20年3月期 比較増減率

百万円 百万円 ％ 千人 千人 ％ 

 定 期 外 58,986 59,086 0.2 292,671 293,243 0.2

 定    期 31,274 31,297 0.1 308,735 307,749 △ 0.3

   通  勤 26,907 27,008 0.4 214,761 215,427 0.3

　 通  学 4,367 4,288 △ 1.8 93,974 92,322 △ 1.8

 合    計 90,261 90,383 0.1 601,407 600,993 △ 0.1

 定 期 外 921 923 0.3 7,869 7,879 0.1

 定    期 630 625 △ 0.8 9,600 9,500 △ 1.0

 　通  勤 517 516 △ 0.3 7,154 7,129 △ 0.3

　 通  学 112 109 △ 3.2 2,445 2,370 △ 3.1

 合    計 1,551 1,549 △ 0.2 17,470 17,380 △ 0.5

 定 期 外 59,907 60,010 0.2 300,541 301,123 0.2

 定    期 31,905 31,922 0.1 318,335 317,250 △ 0.3

 　通  勤 27,425 27,525 0.4 221,915 222,556 0.3

 　通  学 4,480 4,397 △ 1.8 96,420 94,693 △ 1.8

 合    計 91,813 91,932 0.1 618,877 618,373 △ 0.1

【予　想】

収            入 人            員

20年3月期
（実績）

21年3月期
（予想）

比較増減率
20年3月期
（実績）

21年3月期
（予想）

比較増減率

百万円 百万円 ％ 千人 千人 ％ 

 定 期 外 59,086 58,854 △ 0.4 293,243 292,060 △ 0.4

 定    期 31,297 30,822 △ 1.5 307,749 301,949 △ 1.9

 　通  勤 27,008 26,684 △ 1.2 215,427 212,899 △ 1.2

 　通  学 4,288 4,138 △ 3.5 92,322 89,050 △ 3.5

 合    計 90,383 89,677 △ 0.8 600,993 594,009 △ 1.2

(注） １．収入は百万円未満を、人員は千人未満をそれぞれ切り捨てて表示しております。

２．第１種鉄道事業の定期外収入には、手小荷物収入を含んでおります。

３．第１種鉄道事業の定期外収入・人員には、ＰｉＴａＰａ区間指定割引運賃適用

　　の収入・人員を含んでおります。

合  計

第 １ 種

鉄道事業

第 １ 種

鉄道事業

第 ２ 種

鉄道事業

（補足－４）



阪急阪神ホールディングス㈱（９０４２）　平成２０年３月期決算短信

６. 阪神電気鉄道㈱　運輸成績表

【実　績】

収            入 人            員

19年3月期 20年3月期 比較増減率 19年3月期 20年3月期 比較増減率

百万円 百万円 ％ 千人 千人 ％ 

 定 期 外 15,093 15,171 0.5 82,772 83,308 0.6

 定    期 8,064 8,157 1.1 79,627 80,217 0.7

   通  勤 7,330 7,431 1.4 64,276 64,927 1.0

　 通  学 734 726 △ 1.1 15,351 15,289 △ 0.4

 合    計 23,158 23,329 0.7 162,400 163,526 0.7

 定 期 外 921 923 0.3 7,869 7,879 0.1

 定    期 630 625 △ 0.8 9,600 9,500 △ 1.0

 　通  勤 517 516 △ 0.3 7,154 7,129 △ 0.3

　 通  学 112 109 △ 3.2 2,445 2,370 △ 3.1

 合    計 1,551 1,549 △ 0.2 17,470 17,380 △ 0.5

 定 期 外 16,014 16,095 0.5 90,642 91,188 0.6

 定    期 8,695 8,783 1.0 89,228 89,717 0.5

 　通  勤 7,848 7,947 1.3 71,430 72,057 0.9

 　通  学 846 835 △ 1.4 17,797 17,660 △ 0.8

 合    計 24,710 24,878 0.7 179,871 180,906 0.6

【予　想】

収            入 人            員

20年3月期
（実績）

21年3月期
（予想）

比較増減率
20年3月期
（実績）

21年3月期
（予想）

比較増減率

百万円 百万円 ％ 千人 千人 ％ 

 定 期 外 15,171 14,968 △ 1.3 83,308 82,044 △ 1.5

 定    期 8,157 8,147 △ 0.1 80,217 80,062 △ 0.2

 　通  勤 7,431 7,423 △ 0.1 64,927 64,951 0.0

 　通  学 726 724 △ 0.2 15,289 15,111 △ 1.2

 合    計 23,329 23,116 △ 0.9 163,526 162,106 △ 0.9

(注） 収入は百万円未満を、人員は千人未満をそれぞれ切り捨てて表示しております。

合  計

第 １ 種

鉄道事業

第 １ 種

鉄道事業

第 ２ 種

鉄道事業

（補足－５）


	
	案

	
	短信PL

	
	短信

	
	１枚目

	
	１株当たり情報


